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問い合わせ先 県庁未来投資・デジタル産業課   　027-226-3331、☎☎ ☎☎ 県庁デジタルトランスフォーメーション課   　027-226-2331

　県では人口減少や少子高齢化などを背景とした社会課題解決のため事業に取り組
む民間企業を支援したり、民間企業と行政がコミュニケーションを取ることのできる
場の創出をしたりして、県全体で「官民共創」を推進しています。
　「官民共創」が進むことにより県内では新しい事業が次々と生まれ、新しい価値の
創出につながっています。今回はその一部を、事業に取り組む人たちの思いと共に
ご紹介します。

どんどん新たな
ビジネスが生まれる
群馬県へ

新規ビジネス・新規雇用を生み出す
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県が「官民共創」
を進める理由は

主に２つ！

ミシュランはフランスに本社を置くタイヤ製造企業です。その日本法人である日本ミシュランタイヤが5年8月に
本社を群馬県太田市に移転しました。この移転にどのような期待を抱いているのでしょうか。

持続可能な企業を
目指して

群馬の官民共創がタイヤを変える

複雑化する
社会課題の解決へ
　人口減少や少子高齢化などを背景とした
社会課題は年々複雑化、多様化しています。
　このような状況の中だからこそ、県民の幸
福度の向上に向け、官（主に行政）と民（住民
や企業）がそれぞれの立場を越え、互いの強
みを生かしながら社会課題の解決に取り組
むことが必要です。県ではそのための環境づ
くりに取り組んでいます。

●セミナーの開催などを通して、自治体・企業とのネットワーク構築、 社会や地域の課題解
決を目的とした新たなビジネス創出を支援
●県にデジタルの力で変革をもたらす可能性のある、新たなビジネスの社会実証・実装プロ
ジェクトを支援

誰もが安心して使える乗り物を開発したい！

　「NETSUGEN｣で紹介を受けた｢自慢機｣
のコンセプトに共感して山岸さんに話を
つなぎ、高山村の名産販売に向けてすぐに
準備に取りかかりました。
　このように新しいアイデアが共有され、
実現できる場は貴重だと思いました。

　宣伝の知識や経験が豊富
な民間企業と新しい挑戦が
したいと思い、今回｢自慢機｣
の活用を決めました。これを
きっかけに高山村の新商品
も生まれました。今後もこう
いった連携から村の新たな
価値を生み出していきたい
と思っています。

　船越谷さんが｢自慢機｣を活
用する自治体を探していたと
き、村のプロモーションに悩む
高山村に声をかけました。今後
も｢NETSUGEN｣の利用者の思
いやアイデアを聞き、同じ思い
を持った人をつなげることで、
事業の実現を支援していきた
いです。

　｢ぐんま未来イノベーションLAB｣を活用して製品開発を始めました。まずはど
んな車両が求められているかを調べる必要があり、渋川伊香保温泉観光協会の協
力の下、伊香保温泉の石段街周辺で実証実験やアンケートを行いました。その結果、
幅広い世代から多くの意見を得ることができました。
　また前橋工科大学の学生と共にモーターの制御技術を開発する中で、新たな気
づきが得られました。このようにさまざまな立場の人に協力いただけるのは、官民
共創の強みだと感じました。
　今後も自治体や異業種の企業などと連携しながら群馬県の産業を盛り上げる一
助になりたいと思います。

官民共創、なぜ必要？

県庁未来投資・デジタル産業課
デジタル産業創出係長

稲垣 雄樹さん
いな がき ゆう き

株式会社山田製作所
新規事業開発部

五十嵐 武巳さん
いがらし たけ み

株式会社駐車場をさがせ
代表取締役

船越谷 尚彦さん
ふな こし や なお ひこ

株式会社ヨコオ(富岡市)

中澤 宏之さん
なか ざわ ひろ ゆき

中之条町 地域共創課

市川 琢朗さん
いち かわ たく ろう

高山村 地域振興課

山岸 栄さん
やま ぎし さかえ

セミ
ナー参加者の声

　県と中之条町の共催で、六合地区の特産であるドライフラワ
ー「KUNI FLOWERS」をどのように盛り上げていくか、民間企業
や学生と考えるワークショップを開催しました。

く      に 

ク ニ フ ラ ワ ー ズ

県庁デジタル
トランスフォーメーション課

阿久津 陽子さん
あ く つ よう こ

　日本ミシュランタイヤは、東京と太田
の二拠点で事業を展開していましたが、
社員の知見が分散すること、二拠点への
投資によるコスト高、社員同士の協業機
会の少なさの他、災害時のリスクなど、
さまざまな課題がありました。
　群馬県は自動車産業の集積地で技術
革新や産業連携がしやすい環境が整っ
ていたため、当社は平成３年から研究開
発の拠点を置いています。また災害レジリエンスが高く、持続可能な
事業経営が可能だと考えました。これらの利点から、社員との話し合
いを経て本社移転を決断しました。
　移転後、群馬県・群馬大学・地元企業とビジネス課題解決のチー
ムを立ち上げ、連携したことで、群馬県は産官学連携の土壌が整っ
ていることを実感しました。今後も地域の皆さまとつながりなが
ら、持続可能な未来を創造していきます。

　本社移転をきっかけに大きく増加したのが「地域協業の機会」、まさに官民共
創の取り組みでした。県や市町村といった自治体や地元企業、大学との、何かあ
ればすぐに相談できる親密な関係は、群馬でこそ。自治体とのパイプが構築しや
すくなり、心理的な距離の近さも感じていると担当者は語ります。
　主要な顧客である運輸業界の経営改善と自社タイヤのブランディングに向
けて「ぐんま未来イノベーションLAB」を活用。地元の運送会社の協力により、
デジタル技術を活用したタイヤ管理や走行によるCO2排出量のデータを自動
集計できるようなシステム作りに取り組み、さまざまなデータが得られました。
　それはいわば群馬の官民共創から得られた貴重な成果の１つ。世界に広がる
ミシュラン・グループ全体で共有され、タイヤ技術の発展に貢献できる可能性
を秘めているのです。

ツー

ラ ボ

　新たな製品やサービスの開発・販売
には、効果検証など事前の実証実験が
必要です。新たなビジネス創出に果敢
に挑戦する企業や団体を支援するため、
県では異業種連携の促進、実証実験の
場の提供などを行う「ぐんま未来イノ
ベーションLAB」を運営しています。
　｢新しいことは群馬で試す｣をテーマ
に、デジタル技術などを活用した新た
なビジネスが生まれる環境を整えるこ
とで、県の産業振興や新規の雇用創出
につなげていきます。

官 民 共 創 事 業 に 取 り 組 む 企 業 を 紹 介

日本ミシュランタイヤ株式会社
代表取締役社長

須藤 元さん
す どう げん

　交通弱者が安全で自
由に移動できるマイク
ロモビリティ※「ラクテ
ィボ」を開発した山田
製作所の五十嵐さんに
話を伺いました。
※マイクロモビリティ…
自動車よりコンパクトで
手軽な移動車両の総称

ラクティボに乗車する五十嵐さん▲

地域振興の糸口に

　行政と民間企業や団体がつながりを持つ機会は少ないため、県では
県庁32階にある「NETSUGEN」で官民共創ができる機会の創出を進め
ています。この場所で生まれた官民共創事業の1つを紹介します。

ネ ツ ゲ ン

自慢機
じ まん き

「変化に強い組織を
目指して」交流を促進し、
集合知をはぐくむ新社屋

特産
品｢高山

きゅうり｣の

たま
り漬け　500円

シル
クスイ

ートの皮ごと

食べ
る干し芋　千円

自然
な甘さと酸味の

ブル
ーベリーソース

650
円

\新商
品 /

８大ア
レルゲン不使用！

サクサ
ク食感のクッキー300円

ニン
ジンと

レモンの

爽や
かなジュ

ース

400
円

地域の活性化のために
民間企業のアイデアを
聞きたい…

市場の需要を知るため
に社会や地域の課題が
知りたい…

新しい事業を始めるた
めに異業種の企業とつ
ながりたい…

社会課題解決のための
プロジェクトを立ち上
げたい…

自治体 企業 企業 自治体・企業

　｢NETSUGEN｣で自治体や企業と交流す
る中で、地域の名産を多くの人に知ってほ
しいと思うようになりました。そこで昨年
６月に県内市町村の自慢の名産を販売する
｢自慢機｣を｢NETSUGEN｣に設置しました。自
治体の周知力もあり、たくさんの人に利用
してもらっています。
　今後も県や市町村と考えを共有し、互い
の強みを生かしながら新しいことを実現
していきたいです。

　ドライフラワーをブランド化してウエディング事業や店舗の装飾に利用

することや、群馬の特産品とコラボレーションさせるなど、多くのアイデ

アを得ることができました。今回のセミナーだけにとどまらず、今後もさ

まざまな業種や立場の人と一緒にまちづくりを進めていけたら嬉しいです。

　普段、自治体や他業種の人と接する機会が少ないので、今回のセミ

ナーで地域や産業の需要を新たに知ることができ、参考になりました。

今後も同様のセミナーに参加するなどして、当社の新規事業開発に生

かしたり、参加者同士で連携したりできると面白いと思います。

※地域活性化起業人…自治体が民間企業の社員を一定期間
　受け入れ、そのノウハウを生かして地域活性化を図る制度

新しいことは群馬で試す!!新しいことは群馬で試す!!
～官民共創が生む新たな価値～

case3ケース

case1ケース

case2ケース

人とアイデアが交わる場所で

昨年６月、下仁田町の名産の販売から始まりました。
現在は高山村の名産を３月まで販売しています！

高山村
地域活性化起業人

藤田 直樹さん
ふじ た なお き

※

2025年（令和７年）１月１日発行




